
【事業の経緯】

港湾-1  福島港海岸保全事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初 Hll H17 10.5
採択時算
出なし 護岸 (消波)1745m

第1回審議
(H20)

事業採択後
10年経過

Hll H26 8.60 5.3
護岸 (消

護岸 (改

波
良

1 065m
680m

第2回審議
(H25)

再評価後
5年経過

Hll H26 10.6 5.08
護岸 (消波)460m
護岸 (改良)570m

第3回審議
(H30:今回)

再評価後
5年経過

Hll H35 15.2 3.4
護岸(消波)460m
護岸(改良)570m



再評価結果 (平成 30年度 )

事業名
福島港層犀保全票栗
(福島港 平野地区)

事栗

区分

畢栗

主体
長崎県

起終点
目:長崎県 松涌下 侶島町
至 :長崎県 松浦市 福島町

延長 1030m

L=460m
B護岸 (改良)い570m

福島港平野地区において、高潮被害から背後地を防護する事を目的とする。
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工期
活 エ

冗 了

事業費
当 初

最 終

B/C 当 初 5.08 総便益 (B) 総費用(C) I基準 年 度  H25年 度

再評価時点 3.40 総便益 (B) 総費用(C) I基準 年 Fヱ H30年 度

事
業

の
効
果
等

・想定浸水域における被害の軽減

事業の発現状況
・当施設が完成することにより、高潮E波浪等の被害から背後地の資産を守ることができる。
・防護面積 :6.Oha

・防護人口J99人

子
業
に
よ
る
環
境
変
化

特に無し

特に無し



対応万針

当蕨事業に係わる対応万針
(今後事後評価の必要性及び改善措置の必要性)

と判断されるため、継続とした
い 。

事業が長期化している傾向が有る為、事業計画の選択と集中により、施設の早期完成を図る必要があ
ると考える。

符 記畢 裏                         |

特に無し



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

港湾―可 福島港海岸保全事業

(護岸 (改良) 護岸 (消波))

長崎県
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長崎県県北振興局管内図

福島港海岸保全事業
護岸 (消波)L=460m
護岸 (改良)L=570m
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第 6次 海津 整備 長期 計画

福島港海岸計画平函図

港格 所管 事業主体 管Fn者 施工場所

地方港湾 内地 長I崎県 長崎県 長崎県北松浦郡福島町
S華 119, 0 00 平野地 IX

計画天端高 +47m

既設天端高 +47m
咎

計画天端高 +55m

r.拶

既設天端高 +4

海岸保全区域
港湾隣接地域

進捗率 (I129d末 )81%
既投資額  12.3億 円

残額    2.9億円

背後想定浸水域
平均地盤高+37m

(消波)L=460m 護岸 (改良

少

位

■■H29年度迄

■ 円0年度施工

|I H31年度以降

3

業の必

越波写真

背後道路を利用し福島国家石油ガス備基地ヘ

往来するタンクローリー

福島国家石油ガス備基地
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価に至った
】
Ｅ
Ｅ

【事業費増】10日 6億円(前回)→ 15E2億円(変更)

背後道路への影響を考慮 し、護岸に近い部分を高圧噴

射撹拌工法 (CCP工法)にて施工。護岸側への影響少
なくした上で、沖側についてCCP工法より安価な深層

混合処理工法 (CDM工法)の実施を予定 していた。

婢

世一｝

転石等の影響から一部区間について深層混合処理工法
では施工できず、高圧噴射撹拌工法へ地盤改良工法の

変更が必要となった。唾

〔事業費増の主な内容〕

に至 つた理 2

【完了工期】H26(前回)→ H35(変更 )

理由:地盤改良工法の見直しに伴い、軟弱地盤の改良
工事に時間を要し、事業費も増となった。

(前回)Hll～H26事業期間 16年

10日 6億円

(変更)Hll～H35事業期間 25年
15.2億円

5

6

事業費増の内害 増観 主な増祖理由

①軟弱地盤対策 約4.6億円
軟弱地盤層内に転石等が見られ、深層混合処理工法からCCP工法
への地盤改良工法の変更必要となった。

計 約4.6億円



果分析

、【B/C】 5日08(前回)→ 3.40(現行)

〔マイナス要因〕
日事業費の増 (地盤改良費の増加)

ロエ期の延長(事業費の増加による)

7

対応方針
(原案)



【事業の経緯】

港湾-2  ロノ津港広域連携事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初 H26 H30 25.9 4.21

航路(-3.Om)A=4,000m2(V=4,000m3)
泊地(-3.Om)(A)洋 15,000m2ぐ咋3,500m3)

泊地←3.Om)(B)A=10,000m2(V=1,000m3)

浮桟橋(可動橋)1基
物揚場(-3.Om)い90m
船場場い20m
道路卜356m
緑地A=8,300m2

第 1回審議

(H30)
事業採択後
5年経過④

H26 H34 34.7 2.83

航路←3.Om)A=4,100m2(卜 8,380m3)

浮桟橋(1)1基
浮桟橋(2)1基
浮機橋(3)1基
船揚場卜20m
道路い356m
緑地洋 8,300市 2



再評価結果 (平成 30年度 )

-2

担当課長名

事業名
ロノ津港 Fム域運栃零票 争 栗

区分
地方港湾

事業
主体

長崎県

起終点
自:長町県雨島l泉雨 口之犀町

至 :

延長

航路(-3.Om)A=4,100m2(V=8,380m3)、 浮桟橋(1)1基、浮桟橋(2)1基、浮桟橋(3)1基、船揚場L=20m、

道路L=356m、 緑地洋 8,300m2

ロノ津港は熊本県天草市の鬼池港とを結び1日 17便 (上 日祝)運行している。また、南島原市はもとより

長崎県の海の玄関口として重要な港であり、世界文化遺産候補である原城跡と崎津集落、島原半島世

界ジオパークと天草ジオパークなど、天草地域と共通の観光資源と連携した広域観光ルートの海陸の

結節点の役割を果たしている。しかしターミナルや駐車場が狭隆で増加する観光客に対応できず、利用
に支障をきたしているため、港湾施設とターミナルを総合的に再編し、利便性向上を図る。

ヰ

長 峙 曝

工期
看 エ H

冗 了 H

事業費
当 初

最 終 34.7

B/C 当 初 4.2 145,4 (C) H
事後評価時点 2.8 105,5 (C) H

事
業

の
効
果
等

便益の主な根事夕と

ロターミナル整備によるフェリーの移動コスト削減
・港湾周辺環境の改善

事業の発現状況           |
平成29年度に埋立が概成した。平成31年度にフェリー施設 (フェリーターミナル)の供用開始予定

畢
業
に
よ
る
環
境
変
化

特になし



平成30年に世界遺産登録を目指す「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産である南
島原市の「原城跡」と天車市の「崎津集落」は、ロノ津港の新たな観光ルートとして注目を集めている。

(今後事後 の の必要性 )

事業を実施することで、充分な投資効果があると判断できるため継続事業と考える。

(同 り

事業評価手法の見直しについては、事業効果も確認できることから特に見直す必要は無いと考える。

特になし



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

港湾…2 回ノ津港広域連携事業

(旅客対応ターミナル整備プロジェク ト)

長崎県
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事業概要
航空写真 (平成20年 9月 撮影)

完成イメージ

船協場
L=20m

347億円
H26´ψH34

港湾施設とターミナルを総合的に

再編 し、利便性の向上を図る
H30年度 進捗率73%進捗状況

総事業費

事業期間
事業目的

航路(-30m)
A=4.100m2

(V=8,380m3)

緑地

ターミナル用地 道路
L=356m

3

の 性

フェリー乗降車両混雑状況

ロノ津港はターミナルや浮桟橋等の老朽化が著 しい。ま
た、海上交通と陸上交通の結節点であるが、駐車場が手狭で
慢性的な渋滞が発生 し、利用に支障をきたしているため、県
と南島原市が連携 して総合的な埠頭再編を行う。

4

トルビル、可動橋の老朽化状況



再評価に至つた理由

【工事費増】25.9億円 (前回) 34日7億円 (変更 )
→

〔事業費増の主な内容〕

【完了工期】H30(前回) H34(変更 )
→

変更理由
地盤改良や仮設浚渫の追加施工に時間を要 したため、完了工

期が平成 30年度から平成 34年度に変更となった。

事業費増の要因(1)

5

変更

地盤改良の増工

変更内容
地質調査の結果、軟弱地盤層が想定よりも厚

く分布していたことが判明し、地盤改良工等の追
加施工が必要となつた。

6

事業費増の内害 増観 主な増観理由

①軟弱地盤対策 約6.5億 円
地質調査の結果、軟弱地盤層が想定よりも厚く分布していたことが判明し、
地盤改良工等の追加施工が必要となつた。

②仮設浚渫 約 1お億円
浮機橋(1)設置工事の間、フェリーの航路をシフトする必要が生じ、仮設浚
渫が追加施工となつた。

③その他 約0.8億円 労務単価・資機材等の単価上昇、現地精査による数量変更等

計 約8.8億円

軟弱地盤対策

当



仮設浚渫

浮桟橋(1)工事中の航路

仮 散 波 渫

現在の航路

浮桟橋(1)

事 の 2)
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フェリー会社との再調整により、浮桟橋設置工事の
間、フェリーの航路をシフトする必要が生 じ、仮設浚渫
が追加施工となった。

効果 本斤

【B/C】 4.21(前 )→ 2日83(現行 )

〔マイナス要因〕
・事業費の増 (軟弱地盤対策の増)

日 〃  (仮設浚渫の増)

日事業期間の延長 (事業費の増)

〔プラス要因〕
日観光客、フェリー乗降客の増(H30世界遺産の

登録予定により今後増加する見込み)

・H32目 標観光客数200万人(南島原市)

対応方針
(原案)

7

8



【事業の経緯】

港湾-3  富江港改修事業の経緯
別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完了 (億円)

当初 H8 H19 23.2

採択時
算出な

し

航路泊地(-5.5m)94,800謂
防波堤150m
岸壁 (-5.5m)200m
道路 (1)325m

第 1回審議
(H17)

再評価後10
年経過

H8 H19 31.9 1.2

航路泊地(-5,5m)94,800謂
防波堤150m
岸壁 (-5,5m)200m
道路 (1)325m

第2回審議
(H22)

再評価後5年
経過

H8 H25 33.5 1.71

航路泊地(-5.5m)94,800浦
防波堤150m
岸壁←5.5m)200m
道路 (1)325m

第3回審議
(H27)

再評価後5年
経過

H8 H28 33.3 1.36

航路泊地(-5.5m)94,800浦
防波堤150m
岸壁 (-5.5m)200m
道路 (1)325m

第4回審議
(H30 今 回 )

再評価後変更 H8 H32 33.3 1.20

航路泊地(-5.5m)94,800ポ
防波堤150m
岸壁(-5.5m)200m
道路(1)325m



再評価結果 (平成 30年度 )

-3

担当課長名

事業名
冨江潜潜湾改修事業 事栗

区分
港湾事業

事栗
主体

長崎県

起終点
自
至

長崎県五島市
長崎県五島市

延長

事業概

外郭施設、係留施設、水域施設の整備により、水深不足に伴う荷役調整の解消及び貨物船の大型化
への対応と船舶航行の安全性の向上を図る。また、外郭施設の整備により、背後地域への越波防止

効果の向上も図る。

口富江港の既存施設の能力不足 (岸壁水深と背後スペースの不足)を解消し、

物流の効率化を支援する。また、水深を深くすることで海難事故の防止にも繋がる。
口対象プロジェクトの実施により、背後地域への越波防止効果を高める。

とヽ

富江港港湾整備計画平雨園 、こ・ ,=―ゎェ

仏∬ri=
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章
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1_____1“ 篭B

ニ

長 崎 県

⇔

ヰ五

H :,生 中

工期
晃

!ェ H

冗 了 H     321

事業費
出
〓 刀 33.3 司

よ 辟 33.3 i円

B/C
塾
〓 刀 1.36 総使益(B) (C)54.6 ] 基 準 年度 H27年 度

H30再評価時点 1.20 総便益(B)72.3` (C)60.3 基 準 年度 H30年 度

事
業

の
効
果
等

便益の主な根拠           |
口物流効率化による便益 (19.7億 円)

H想定浸水地域における被害の軽減 (想定被害額52.6億円)

事業の発現状況           |
日当施設が完成する事により、港湾物流の効率化が図られ、高潮日波浪等の被害から背後地の資

産等をまもることができる。

手
業
に
よ
る
環
境
変
化

B特になし



日主な貨物(砂利日砂)についてはH27再評価時から、約4千トンで横ばい。
・H31年以降に荒川漁港の用地造成事業で浚渫上砂の受入が可能であるため、工期をⅢ28からH32に変更する。
日岸壁の新設により、作業船等の係留が可能となつた。

B地元の要望に対する事業の継続及び早期完成を図る。

同種事莱に係わる対応方針
(同種事業の計画L調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性)

がら、整備計画を行つていくべきと公 の の

日特になし

＼



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

港湾-3

富江地区
富江港改修事業

離島ターミナル整備

長崎県

1

位置図
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富江港改修事業

宮江地区 離島ターミナル整備

2



〆亀attwl

道路 (1)325m
０

洋

Ⅲ庁
岸壁 (-55m)200m

整備状況

航路泊地 (-55m)94,800m2B

新岸壁ヘシフトし、必要水深と用地を確保

防波)是 150m   ・Hた起
'メ

l

|

中
ヽ
、

騨

瀞h

業概要

既存施設 :物揚場 (-3.Om)

①海難事故の防止
水深の増深により船底をこする事故 (海難)を回選

②船舶大型化による輸送コス ト・C02排出量の削減
物揚場(日3m)→  岸壁(四 5日5m)

③砂 i砂利ふ頭の機能移設
他取扱費物との用地利用競合の回避

④越波被害の減少
埠頭用地及び防波堤の整備による越波被害の低減化

富江港
防波堤
L=150m

岸壁 (‐5.5m)

L=200m

航路泊地 (‐5.5m)

A=94,800ド道路 (1)

L=325】m
埠頭用地 A=209000m2

凡例

■■■ 整備済 (I129d

■■■■ 残事業
H 他事業

進捗率 (H29末)97.0%

既投資額  32.3億円

残額    1.0億 円 平成25年3月 撮影

一

´ 一

―

´

…
ェ

岸壁

( - 5。 5コn)

道路 (1)

防波堤
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評価に至つた

【完了工期】H28(前 ) H32(変更 )
→

残工事 航路泊土也  A=15E000m2
F

40km

，‐・０
］

０

　

ロ

一
　

。
Ｏ

ｎ

・H31年度以降に島内の 地造成事業 浚洪土砂で

ロ

地

喜江港・

の受入が可能となるため、工期をH28か らH32に

変更する。

5

費用対効果分析

【B/C】 lE36(前回) 1日20(現行 )
→

〔マイナス要因〕
・工期の延長に伴う効果発現の遅れ

対応方針
(原案)

6

継続


